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なくならない不正と 
内部監査の挑戦

はじめに
　不正防止のために、多くの企業でさまざまな取り組みが行
われていますが、残念ながら不正はなくなることはありませ
ん。不正の類型もさまざまで、会計に関係するものから、デー
タ偽装、品質不正など多岐にわたります。その手口も巧妙化
し複雑化する中で、事業部門（第1線）と事業管理部門（第
2線）における内部統制の適切な整備・運用は言うまでもな
く重要になってきています。加えて、企業のガバナンスを適
切に維持するには、第3線である内部監査部門がそれらの有
効性を独立した立場から検証できるような組織体制の整備
が急務であり、重要度も増してきています。
　本稿では、日本公認会計士協会（経営研究調査会）が
2021年7月29日付けで公表した経営研究調査会研究資料
第8号「上場会社等における会計不正の動向（2021年版）※1」
（以下「会計不正の動向に関する報告書」という）を読み解き、
内部統制の実効性を担保するための役割を担う内部監査が
どのような観点で業務を遂行することが重要になるのかにつ
いて解説します。
　また、上場会社等が不正・不祥事に関して公表した調査報
告書においては、内部監査によって不正の端緒を検出し、内
部統制を是正するきっかけとなった記載もある一方で、内部
監査の体制、実施方法などが不十分・不適切であったとの記
載も多く見受けられます。内部監査部門に求められる不正・
不祥事の再発防止に関する提言を分析することで、不正・不
祥事の早期発見・未然防止の観点から、内部監査部門に必
要となる体制・監査手法などについて考察します。
　なお、文中の意見に係る部分は筆者の私見であり、PwC
あらた有限責任監査法人および所属部門の正式見解ではな
いこと、あらかじめご理解いただきたくお願いします。

※1	 https://jicpa.or.jp/specialized_field/20210729bjj.html

1	 会計不正の種類と発覚経緯

　「会計不正の動向に関する報告書」では、会計不正の類型
を主に「粉飾決算」と「資産の流用」に分類しています。同
報告書では、日本の証券市場に上場している会社とその関係
会社を前提にしているため、傾向としては質的・量的重要性
から資産の流用よりも粉飾決算に関する事案が多くなる傾向
があると考えられます。
　図表 1（同報告書図表Ⅱ-5）は、2017年3月期から2021
年3月期において、会計不正の発覚の事実を公表した上場会
社等159社の会計不正のうち、不正の発覚経路が判明する
ものを分類したものです。
　発覚経路は、子会社から親会社への事業報告の際に発覚
するケース、決算作業プロセスにおいて発覚するケースなど、
会社が整備・運用している内部統制によって会計不正が発
覚するケースが多いと分析されています。
　内部通報により発覚するケースについては、2017年3月期
から2020年3月期の期間においては18.4％を占めていまし
たが、2021年3月期においては4.3％に大きく減少していま
した。一方、ACFE（Association of Certified Fraud Exam
iners、公認不正検査士協会）が毎年公表する “2020 Report 
to the Nations”（邦訳「2020年度版  職業上の不正と濫用に
関する国民への報告書」※2）によると、不正発覚のきっかけは、
内部通報による発覚が43％で、次に内部監査による発覚が
15％となっています。
　内部通報制度は日本でも近年一般的な仕組みとして、さ
まざまな企業に採用されてきていますが、ACFEの報告を考
慮すると日本の上場会社はその運用について、改善の余地が
あると思われます。具体的には、内部通報制度自体に抵抗感

※2	 邦訳版は、日本公認不正検査士協会（ACFE JAPAN）のサイトからダウンロードでき
ます。

	 https://www.acfe.jp/study/download-library/
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がある、内部通報制度が本来想定した用途で利用されてい
ない、通報者が本当に保護されるのか不安などの課題をよく
聞くことがあります。不適切な行動を取った当事者が処罰さ
れずに通報者が不適切な取り扱いを受けるのは本末転倒で
あり、そのような企業文化を許すべきではなく、全従業員に
対して継続して丁寧な説明が行われ、理解を促進させる必要
があります。また、2022年6月までに施行される予定の改正
公益通報者保護法によって各事業者へ求められる体制整備
等ともつながる点も多く、今から着実に当該法令にも準拠で
きるような確認を進めることが必要と考えられます。
　内部通報を受けた際の所管部署は、さまざまだと思われま
すが、内部監査部が実際の調査に関与することも少なくない
と考えられます。通報者を保護しつつ、首謀者を特定するた
めに必要な情報を収集する一方で、通報内容自体が事実と
異なることも想定されることから、中立的な立場での丁寧な
対応が重要になります。

2	 共謀による内部統制の無効化

　図表 2（同報告書図表Ⅱ-6-3）では、会計不正の主体的関
与者と共謀の状況がまとめられています。この図によると、
日本の上場会社の不正では、役員および管理職が外部共謀
または内部共謀により会計不正を実行するケースが多いこと
が読み取れます。また、一定程度の決裁権限を有する役員と
管理職が関与することから、その影響額も非管理職が行うも
のよりも相対的に大きくなる傾向があります。
　前述のACFEの “2020 Report to the Nations” によると、
単独の不正実行者は統制の弱さにつけ込む一方、複数犯の
共謀は上層部の意識の欠如と統制を軽視できる環境を悪用

すると報告されています。
　素晴らしい内部統制を整備・運用していたとしても、複数
人による共謀、経営者による内部統制の無効化が生じてしま
えば、内部統制は絵に描いた餅となり、当該不適切な処理の
影響は相対的に大きくなります。
　「わが社の常識は世の中の非常識」という言葉を聞くこと
がありますが、不正が生じた際に取り組むべき対応として、
「企業風土の改革」があります。企業は経営者と従業員だけ
ではなく、株主、取引先、金融機関や監督官庁などさまざま
なステークホルダーとの接点を有しており、社会的な役割も
担うことを考慮すると、世の中の非常識にならないような取
り組みを浸透させることは非常に重要な取り組みと考えられ
ます。
　内部監査の視点からは、役員および管理職がどのようなプ

図表1：会計不正の主要な業種内訳（単位：社数）
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出所：日本公認会計士協会経営研究調査会研究資料第8号「上場会社等における会計不正の動向（2021年版）」図表Ⅱ-5をもとに作成

図表2：会計不正の関与者と共謀の状況（単位：社数）
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出所：日本公認会計士協会経営研究調査会研究資料第8号「上場会社等における会計不
正の動向（2021年版）」図表Ⅱ-6-3をもとに作成
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レッシャーを感じ、具体的にどのような手口で不正を行うこ
とが想定されるのかを内部監査計画の段階で検討しておくこ
とは重要と思われます。また、不正発覚の際に、あとで振り
返ってみると、内部監査でもその端緒には気がついていなが
らも、決定的な証拠を入手できずもう一歩が詰め切れていな
いケースも見受けられます。内部監査時に徹底的に行うべき
事案と判断した場合は、メールレビューの実施や取引先への
インタビューなど、調査手続の範囲を広げて実施すべきです。
このような柔軟な対応を検討していくことが結果的には企業
グループに与える影響を少なくする可能性があります。

3	 不祥事発覚後の内部監査部門への期待

　図表 3は、2020年9月から2021年8月の1年間、上場会
社等が適時開示制度等で不正・不祥事に関して公表した調
査報告書における内部監査部門の再発防止策に関する記載
を対象として分析した結果です※3。
　各社の調査報告書を分析した結果、最も多かったのは「リ
スクアプローチの徹底」でした。拠点選定においては、単純
なローテーションではなく、財務分析結果、不正の発生可能
性等から拠点選定を行うこと、また、監査手続の決定におい
ては、監査対象先の内部統制、取引実態を把握し、不正リス
クが高いと判断した領域、例えば、経費申請、協力業者の選
定、在庫管理などについては、より強力な監査手続を行うこ
となどが提言されています。

※3	 1つの調査報告書に複数の提言がある場合はそれぞれを集計しています。

　関連するものとして、内部監査の頻度を向上させるべきと
する提言も多くありました。これも深度あるリスクアプロー
チと同義であると考えられますが、リスクの高い監査エリア
には監査のサイクルを何度も回すということが求められてい
ます。
　2番目に多かったのは「人員の拡充」でした。これにはア
ウトソースの活用という提言も含まれています。監査対象と
なるグループ会社数に比して、内部監査部門の人員がまった
く釣り合っていないという場合、自ずと監査対象とする拠点
数が限られるため、内部監査の活動自体が限定的となり、不
正・不祥事の抑止力となり得ません。内部監査の活動を社内
に知らしめ、牽制効果を発揮するためにも適切な人員の確保
は非常に重要です。
　また、会社が直面する多岐にわたるリスクに対応するため
に、年齢や経歴に偏りのない多様な人員構成とすべきという
提言もありました。
　3番目に多かったのは「監査の独立性確保または権限の強
化」です。監査の独立性確保には、自分が行った業務を自分
で監査するような自己監査を避けるために内部監査組織と被
監査組織を明確に分けるという提言と、2021年6月に公表
された「改訂コーポレートガバナンス・コード」に追加され
た、社長のみをレポートラインとするのではなく、取締役会
や監査役会に直接報告を行う仕組み（デュアルレポートライ
ン）の構築を求める提言もありました。
　4番目に多かったのは「監査の専門知識・監査技術の習得」
と「社外役員・会計監査人との連携・情報共有」です。「監

図表3：調査報告書における内部監査部門の再発防止策
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査の専門知識・監査技術の習得」では、会社およびグループ
会社の監査に対する相応の監査経験・スキル不足の改善が
求められています。なお、遠隔地の監査を有効に行うための
前提となる証憑のデータ化の促進、データ分析の高度化な
ど、リモート監査の強化も提言されています。
　「社外役員・会計監査人との連携・情報共有」では、内部
監査部門、監査役、会計監査人の連携のみならず、社外取
締役との連携も提言されている事例がありました。
　なお、ほとんどの調査報告書において内部監査部門への
言及があることから、不正・不祥事への早期発見・未然防止
に関する責任と期待は非常に大きいと考えられます。

4	 内部監査の位置づけと今後の取り組み

　不正が生じると、業績や予算達成を最優先する経営スタイ
ルが批判されることがありますが、あらゆる企業は当然、業
績目標を有しています。グローバルで前年比○○％の増収
増益など、昨年度の売上高を超えるストレッチ目標を設定す
るのは珍しくありません。不正が発覚した際にこれらの経営
方針が問題視されることがありますが、目標が行き過ぎてい
たか否かを、内部監査部門が内部監査を遂行する際に判断
することは非常に困難です。
　さらに、自分のレポートラインが社長などの執行側である
場合には、よりトップの関与が想定される事案に対して内部
監査の機能が有効に働かず、会社の自浄作用が機能しなく
なると考えられます。
　日本の企業では、内部監査部門が社長直属の組織として
整備されることが比較的多いと思われますが、それでは独立
した判断を十分に行える前提は整っているとは言い難いと思

われます。先の提言でもデュアルレポートラインの確保が謳
われていましたが、執行側から独立した立場で内部監査を行
える体制整備を行うことは、ガバナンスを適切に機能させる
ために非常に重要な取り組みであると考えられます。
　また、不正が生じると、第3線である内部監査部門に注目
が集まることがありますが、一義的には第1線と第2線でい
かにリスクを防止・発見できるのかを追及すべきと考えられ
ます。その上で、内部監査部門でそれらの内部統制が適切
に整備・運用されているのかを評価することが重要です。特
に内部統制の無効化に関しては第1線と第2線では機能しな
いため、内部監査部門に対する期待値は上がると想定されま
す。ただ、不正を発見することは非常に困難ですから、内部
通報制度などの取り組みがより浸透し、風通しの良い組織風
土や不正を許さない企業文化をグループで作り上げていくこ
とは非常に重要となります。どれか1つの方策だけでは不正
の防止・発見には不十分であるため、あらゆる方面からの取
り組みが今後も必要になってきます。内部監査部門は、自ら
が行う監査によって不正を発見することに取り組むだけでは
なく、不正を早期発見・未然防止する仕組みが会社内に適
切に構築されているかについて常にアンテナを張り、必要が
ある場合は経営陣に提言をすることが期待されています。
　さらに、テクノロジーも日々進化しており、それに伴う内
部監査のアプローチや取り組み方なども変えていくことが、
今以上に求められてきています。
　内部監査部門は、不正のリスクだけを対象に内部監査を
行っているわけではなく、経営課題にいかに対処していくべ
きかといった経営者目線にも配慮するなど、より幅広い領域
についての挑戦が今まで以上に求められてきていると考えま
す。
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